
今議会で、わが党議員が「福島からの自主避難者に支
援の継続を」と求めました。東京電力福島第１原発事

故で避難している方たちの「子どもへの影響が心配」「戻っても通える病院が
ない」「６年も放置した家に住めるのか」などの声を紹介しながら、事故の原
因者・責任者として国と東電が責任を取るべきであり、一方的に避難指示が
解除されても、戻れない現実と支援継続の必要性を訴えました。千葉市は、「市
内の全自主避難者の住居は確保された」「新たな自主避難者も支援する」との
常識的な対応を示しました。ところが、原発事故は終ったかのように、自主
避難者は「自己責任」と言い放った今村雅弘復興相。心ない政治は許されません。
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（○＝賛成　×＝反対）

意見書・請願などへの各会派の態度

※意見書について、市民ネットワークおよび無所属議員は、議会運営委員会に委員がいないため
態度表明はありません。賛成・反対が同じ場合、委員長（自民党）による採決（反対）で、共産
党提出の意見書は本会議に上程されませんでした。 ご意見・ご要望はお気軽にどうぞ

件　　名
共
産
党

自
民
党

未
来

民
進

公
明
党

ネ
ト

障害児者の生きる基盤となる「暮らし
の場」の早急な整備を求める意見書 提出 × ○ ×

国内でのオスプレイの配備撤回を求め
る意見書 提出 × × ×

子どもの社会的養護検討委員会設置条例 提案 × × ×

カジノを含む統合型リゾートの候補地
申請・誘致しないことを求める請願 ○ × × × ○

×

就学援助の入学準備金を３月支給にす
ることを求める請願 ○ × × × ○

「共謀罪」の新設に反対する意見書 提出 × ○ ×

　４階・５階建て市営住宅の階段に落下防止柵が
あるものの手すりのついていない住宅が、21団地
94棟2,482戸あります。高齢者や障害者の入居者も
多く、住民の安全・安心のため手すりの早期の取
り付けをただしました。
　市は「平成29年度は５団地22棟設置し、残りを
計画的に設置する」と答えました。

　東日本大震災で高洲市
民プールが使えなくなり、
入札がうまくいかず再整
備工事が遅れましたが、
４月にオープンしました。
夏場は屋外プールが利用
できます。ぜひ施設をご
利用下さい。

　昨年開催された、千葉市も加盟する平
和首長会議総会では、「ヒロシマ・ナガ
サキの被爆者が訴える核兵器廃絶国際署
名」に対し平和首長会議が賛同・協力す
ることが了承されています。
　佐々木議員は、「人類とは共存できな
い核兵器を廃絶するために、自治体、市
長が先頭になって署名を呼びかけること
が必要ではないか」とただしました。
　市は、「本市のホームページに、国際
署名のサイトへのリンクを設け、協力を
呼びかけていきたい」と答えました。

団地の再生と居住の安定へ

美浜区で住みつづけられるまちづくりを

佐々木ゆうき
ブログは「佐々木ゆうき」で検索

（美浜区）

落下防止柵のみで、手すりが今後付くことになります

高洲スポーツセンターが４月にオープンしました

被爆者が呼びかける
核兵器廃絶署名の協力を

階段に手すりのない市営住宅
市は計画的に取り付けることを約束

４月にオープンした高洲スポーツセンターの体育館

団地の再生に向けた取り組みを
　市内の大規模団地が老朽化し、空き
家・空き室が目立っています。
　佐々木議員は、「地元住民や専門家、
行政、ＵＲを含め、まち全体をどう活性
化するかの研究を進めることが必要では
ないのか」とただしました。
　市は、「団地の再生や団地住民による
地域コミュニティ活性化の取り組みが重
要であり、持続可能な地域居住の仕組み
づくりが必要であると考え、関係者間と
これまで以上に幅広く密接な連携・協働
を図っていく」と答えました。

　また、バスの便数が減っている地域も
あり、区役所や海浜病院などへの交通手
段の確保についても取り上げていきます。

東京都、UR、地域住民などと連携して活性化を図る多摩
市。団地内に見守り相談窓口を開設（昨年11月17日）


